ラオス平地部におけるコモンプールの過剰利用と村落共有林事業─ビエンチャン都サントン郡の事例研究─ by 森 朋也
用や耕作地への転換は，土砂崩れや土壌浸食などの災害を引き起こす可能性がある。実際，
2008年にサントン郡ではメコン河付近で土壌浸食が発生した。メコン河は雨季になると水か
さが上昇するので，川岸に森林がないと洪水などの被害を起こしてしまう15)。
これを受けて，郡行政も森林資源の保全を進めており，川岸20ｍ以内の耕作と森林伐採を
禁止している。一方で，行政だけで地域の森林を管理することは実質的に難しいので，地域
住民による森林資源の管理を進めている。この地域では，2007年から2011年の�年間，
SNV（Netherlands Development Organization），GDG（Gender Development Group），
WWF（World Wide Fund for Nature）が支援し，地域住民による森林資源（主として竹資
源）の持続的利用を目的に共有地利用権を獲得している。
⑴ 調査地三村落の基本情報
筆者は，2013年�月，11月，2014年�月の�回にわたって，サントン郡の�村落 Napo
村，Kouay 村，Houytom 村で現地調査を行った（図 3-2 を参照）。�村落は，100世帯程度
で，人口400〜600人程度の比較的に小規模な村落である。Napo 村と Kouay 村は，上記の事
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15) 小野・池口・足達（2011）を参照。
図 3-1 サントン郡の位置（太字で囲んである部分)
業に参加している（表 3-1 を参照）。�村落ともに主要な生業は，稲作と農業である。一部
の世帯は固定型焼畑耕作を行っている。�村落ともに1990年代から移住者が増加している。
世帯ごとにとったアンケートから，Napo 村は67％，Kouay 村は42％，Houytom 村は85％
が自主的に移住してきた世帯であることがわかる（図 3-3 を参照）。
⑵ 社会構造
村落は行政上における最小単位の組織である。村落では，�年に一度選挙があり，村長と
�人の副村長が選ばれる。選挙では，村落内で党に所属している中から住民の投票で選出さ
れる。住民の投票が多い順から，村長，副村長①（治安担当），副村長②（経済担当），副村
長③（文化担当）が決定される。
また，サントン郡では，村落を�つの群（クラスター）に分けて運営がなされる。村落同
士の紛争は，まず，クラスター内で話し合われ，解決できない場合に郡行政が処理する。
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表 3-1 �村落の基本情報（2014)
調査村
基本情報
人口
（人)
世帯数
（世帯)
ヌアイ
（組)
面積
（ha)
村落共有林面積
（ha)
Napo 村 476 97 10 2,591.0 50.94
Houytom村 577 111 8 401.6 3.5
Kouay 村 660 142 13 6,035.0 135.0
（出所） Sayalath et al.（2011)と現地調査をもとに筆者が作成。
図 3-2 �村落の位置（2000年)
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加えて，各村落には，ヌアイ（隣組）という組織が設けられている。ヌアイは，空間的な
固まりで設定されることが多く，全世帯が村落委員会の下でヌアイに所属する16)（図 3-4 を
参照）。各ヌアイの長は，ヌアイの取りまとめを委任されている。ヌアイ内での揉め事は，
まずヌアイの長が仲介し解決に務めることになる。Napo 村と Houytom 村では，村落の全
体会議の前に，ヌアイの長も交えて話し合いが行われ，村落運営にも関与している。
⑶ 村落共有林の利用
�村落ともに�割以上の村民が村落共有林を利用している（図 3-5 を参照）。�村落を比
較すると，Napo 村は手工芸品の材料としての利用，Kouay 村は燃料としての利用。そして
Houytom村は建設材としての利用がそれぞれ多い。
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16) 千頭（1999）を参照。
図 3-3 �村落における各世帯の移住歴と在住の経緯
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（出所） アンケート調査結果をもとに筆者が作成。
加えて，サントン郡は竹資源が非常に豊富な地域である。サントン郡には，表 3-2 であげ
られている竹の種類が植生している。竹は，マットやバスケットなど生産物の材料として利
用できるだけでなく，食糧として筍も採取できる。Mai Phangは，土壌保全に寄与してい
る種である。
3-2 調 査 方 法
筆者は，ラオス国立大学の協力の下，2013年月，11月，2014年月に現地を訪問し，郡
の森林担当への面談調査，村落での村長，副村長，各ヌアイの長，森林団とモニタリング
を担当する団の長への半構造化面談調査17)，加えて村落でのアンケート調査を実施した。
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図 3-4 社会構造
（出所） 筆者が作成。
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なお，Kouay 村と Houytom 村については，ラオス国立大学に委託し，アンケートを回収し
た。
また，訪問した時期は，収穫期であったために，各世帯を個別に訪問したのではなく，
日つのヌアイに面談を行った。面談調査では，ヌアイの長の自宅に世帯の代表者に集まっ
てもらい，アンケートの記入をお願いした（図 3-6 を参照）。
（出所） 筆者が撮影。
図 3-6 Napo 村ヌアイ No.6での調査
3-3 調 査 結 果
以下では，Ostrom（1990），Ostrom et al.（1994）に依拠し，村落の制度設計をつの層
（制度設計に関するルール，制度で決定されたルール，直接作用するルール）から明らかに
する。
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17) 半構造化面談とは，あらかじめ質問票を作成し，回答を踏まえて細かい説明を求めていく調査方
法である。
表 3-2 サントン郡に植生している竹の種類
ラオス語 学術名 用途・備考
Mai Phang Dendrocalamus lonofiimbriatus ・マット，バスケット，筍
Mai Hia Schizostachyum virgatum ・マット，家の壁，筍
Mai Lai Oxythenanthera albociliata ・筍
Mai Sod Oxythenanthera Parvifolia ・マット，バスケット，筍
Mai Bong Bambusa Tulda ・バスケット，鉈などの農具の柄，筍
Mai Loh Dendrocalamus Pendulus ・バスケット
（出所） Sayalath et al.（2011）をもとに筆者が作成。
⑴ セルフ・ガバナンスの制度
制度設計に関するルール
ここでは，村落共有林を管理する組織体制の設立や，その各々の組織にどのような役割と
権限が付与されているかを明らかにする。
サントン郡においては，森林管理に関するルールや組織体制は，郡の森林セクタ−の呼び
かけの下，同郡の全村落の長が集まり会議で草案が作成された。その草案をもとに，村落ご
とで各々の状況に応じて内部で修正を加えていく。
�村落では，村落共有林の管理に関する組織体制として，村落委員会が設計されている。
村落委員会は，村長と副村長による運営陣の下に，いくつかの村落組織によって構成されて
いる（表 3-3 を参照）。これらの村落組織は，機能集団18)である。また，運営陣に若人団，
婦人団，老人団の長を加えて運営会議を実施し，例えば，違反者を会議に呼び出し，違反行
為の尋問を行う。村落共有林管理の運用面については，森林担当が森林の管理活動の取り仕
切りと森林状況の評価を務める。加えて，自警団，防衛団，土地管理団がモニタリング活動
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18) 機能集団とは，家族や村落のような基礎集団の中で，「特定の機能を果たすことを目的として人
為的に形成された」ものを指す（上田編，1975，114ページ）。
表 3-3 森林管理における各機能組織の概要
名称 村落内の役割 村落共有林管理における役割
運営
・村落内の取り仕切り
・行政と住民の橋渡し役
運営
老人団
・村落の文化交流，伝統行事の取り仕切り
・村落の伝統文化，慣習の継承
・村落の相談役
慣習の伝承
運営会議に参加（例えば，違反者への尋
問）
婦人団
・女性の団結
・子供たちの教育
運営会議に参加（例えば，違反者への尋
問）
若人団
・村落活動のサポート 運営会議に参加（例えば，違反者への尋
問）
手工業団 ・木材加工物の生産 生産活動
森林団
・活動の取り仕切り
・森林状況の評価
管理活動の取りまとめ，森林の環境評価
モニタリングへの参加
自警団 ・村の治安担当：村落内部の見回り モニタリングへの参加
防衛団 ・村の治安担当：外部からの防衛 モニタリングへの参加
土地管理団
・利用権の明確化
・土地税の徴収
モニタリングへの参加
（出所） Sayalath et al.（2011）と面談調査をもとに筆者が作成。
に参加する。手工業団は村長からの委託を受けて木材加工品を生産する。
加えて，�村落における村落共有林事業は外部機関との関わりを持っている。例えば，
Napo 村と Kouay 村では，SNVのプロジェクトとして支援し，村落共有林の権利を獲得し
ている（図 3-8⒜を参照）。また，サントン郡ではラオス国立大学のキャンプ地で SNVの
研修を催し，住民に森林資源の持続的な利用，管理の方法を習得させている（図 3-8⒝，⒞
を参照）。また，Napo 村と Kouay 村では，村落共有林内の資源を評価し，その保全活動を
支援している。
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図 3-7 村落共有林のガバナンス
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
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村落では内部での意思統一のために定期的に会議を開催している。全体会議では，郡から
の連絡事項を伝達するだけでなく，村落での課題を検討し，村落としての最終的な合意をと
る場として位置付けられている（表 3-4 を参照）。議題は，村長と副村長が事前にまとめて
おき，会議にて村落全体で議論した後に，参加者の60％以上の合意で最終的に可決されるこ
とになっている。村落共有林に関する制度設計やその修正も全体会議で決定されている。�
村落ともに，各世帯で最低�人は参加が義務付けられており，Napo 村では，会議に無断欠
席した場合は，はじめは口頭での注意のみだが，�回目以降は，30,000kip の罰金を支払う
ことが定められている。Houytom 村でも同様の手続きで20,000kip の罰金が定められてい
る。Kouay 村では，特に罰則は定められていない。
村落共有林の利用に関して違法者が出た場合，Napo 村では，運営陣，若人団，婦人団，
老人団，および森林担当の長が集まり，違反者を呼び出して，理由を問いただし，全体会議
の場で，罰金を支払わせる仕組みになっている。
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図 3-8 Napo 村における外部とのつながり
（出所） 筆者が撮影。
⒜ Napa 村でのプロジェクトの看板 ⒝ カーボンオフセット事業の研修
⒞ 研修の修了書
各機能集団は最低月に度は会議を催している。加えて，各機能集団の長は，毎週回は
集まり会議を催している。その場で，モニタリングの日にちをいつにするか，自警団，防衛
団，土地管理団から誰が参加するかが話し合われている。
直接作用するルール
以下では，筆者が村落において実施した村長，森林担当，モニタリング担当からの聞き
取り調査で明らかになった村落共有林を利用する村民に直接作用する配分ルール，監視，処
罰の共通点，および差異点を示す。それぞれのルールの詳細は，表 3-5，3-6，3-7 にまとめ
ている。
村落において共通しているのは，村落共有林の利用は，市場での販売目的の採取ではな
く，自家消費に限るということである。それに関連し，村落共有林内で使用する器具は人力
に限るものとされている。また，Napo 村と Houytom 村では運搬に関しても人力に限られ
る。村落にとって共有の資源であるために，開墾や私有地間を結ぶ道路の開通などの私的な
活動は禁止されている。但し，Houytom 村と Kouay 村では，村落で議論し合意が取れれば
認可されている。基本的に，非林産物の利用は，許可をとることなく自由に採取可能である
が，利用が制限されている部分も存在する。Napo 村と Houytom 村では，樹木の採取に関
しては，村長に利用の申請をし，許可を得なければならない。また，村落共有林において
は，一年期の竹の採取は禁止している。Kouay 村では，SNVのプロジェクトサイトのみ同
様の制限をしている。一方で，季節による利用の制限はなく，放牧は認可しており，村落共
有林はどこからでも入山は可能となっている。
表 3-5 において，村落を比較してみるとわかるように，Kouay 村の配分ルールは，比
較的に制限が緩い。Kouay 村の村長によれば，これは，他村と比べて共有林が大規模であ
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表 3-4 全体会議の概要
調査村
内 容
頻度（回/月) 参加（人) 取りまとめ 意思決定
Napo 村 2
最低世帯人
＊無断欠席は回目以降
30,000kip の罰金
・村長と副村長（人)
・議題は，村長・副村長とヌア
イの長で話し合い
参加者60％
の合意
Kouay 村 1
最低世帯人
主に女性が参加
＊無断欠席に対する罰金
は特になし
・村長と副村長（人)
参加者60％
の合意
Houytom村 1
最低世帯人
＊無断欠席は回目以降
20,000kip の罰金
・村長と副村長（人)
・議題は，村長・副村長とヌア
イの長で話し合い
参加者60％
の合意
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
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表 3-5 配分ルールの一覧
調査村
項目 Napo Kouay Houytom
利用の申請 ・胸高直径20cm 以上の樹
木の伐採は村長に利用を
申請（20cm は一本につ
き100,000kip，30cm 以上
は，120,000kip を払う）
・胸高直径20cm 以下は，
本まで無許可で伐採可
能
特になし
樹木の伐採は村長に利用を
申請
用途（販売等）の限定 自家消費に限る
販売目的の採取は罰金
自家消費に限る
販売目的の採取は罰金
自家消費に限る
販売目的の採取は罰金
特定樹種・成木の禁伐
なし なし
あり
特定樹種：
Afzelia Xylocarpa
産物の採取可能な成長期，
あるいは制限部位
・whole bamboo clump は
採取してはいけない。
・年期の竹の採取は禁止
・SNV のプロジェクトが
実施されている部分で
は，一年期の竹，whole
bamboo clump の伐採は
禁止。それ以外は特に制
限はない
・whole bamboo clump は
採取してはいけない。
・年期の竹の採取は禁止
放牧の禁止 なし なし なし
開墾の禁止 あり あり あり
私有地間の共有林の道路の
開通
禁止
村落会議で議論し合意が取
れれば許可
村落会議で議論し合意が取
れれば許可
資源の採取期日制限 なし なし なし
入口の制限 なし なし なし
採取場の制限 持続性が低下している箇所
での採取は制限
＊判断は SNVがおこなっ
ていたが，将来的には森
林担当が務めたいと考え
ている
＊採取不可の箇所には目印
として境界として木にバ
ツ印をつけて村民にわか
るようにしている。
・SNV のプロジェクトが
実施されている部分で
は，竹の利用は制限，樹
木の伐採は禁止。それ以
外は特に制限はない
持続性が低下している箇所
での採取は制限
＊判断は村長がおこない，
村落会議で合意をとる
運搬の制限 人力に限る トラックによる搬出も認可 人力に限る
禁止器具 人力に限る 人力に限る 人力に限る
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
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表 3-6 監視の一覧
内容
調査村
森林組合(FM)
構成員数（人)
監視班（人) 監視の頻度
Napo 村 2
自警団，防衛団＋ FM（)
＊問題があれば土地管理団も参加
＊自警団と防衛団はそれぞれローテーションを決めて
参加
＊防衛団は武器を保有して参加する
ヵ月に回
＊季節によって
頻度が異な
る。雨季は少
なく，乾季は
多い
Kouay 村 3
自警団，防衛団，土地管理団＋ FM（)
＊自警団から人，防衛団と土地管理団から人ずつ
参加
＊たまに副村長（経済担当)も参加。また問題があれ
ば村長も参加
＊防衛団は武器を保有して参加する
ヵ月に回
＊季節によって
頻度が異な
る。雨季は少
なく，乾季は
多い
Houytom村 2
自警団（11)，防衛団＋ FM（)，村長
＊問題があれば土地管理団も参加
＊自警団と防衛団はそれぞれローテーションを決めて
参加
＊防衛団は武器を保有して参加する
ヵ月に回
＊季節によって
頻度が異な
る。雨季は少
なく，乾季は
多い
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
表 3-7 処罰の一覧
調査村 処罰の内容
Napo 村
・胸高直径20cmの違法伐採は本につき2,000,000kip，30cmは，本につき3,000,000
kip の罰金。
・年期の竹を伐採する場合，本につき5,000kip の罰金。
・自家消費以外の筍の採取した場合，本につき5,000kip の罰金。
・村落共有林内の開墾や道路を開通させた場合，伐採したもの全てを上記の額で計上し
て罰金。
・違法者は，会議に呼び出されて尋問。
Kouay 村
・SNVのプロジェクトサイトで年期の竹を採取した場合，本につき1,000kip の罰
金。
・SNVのプロジェクトサイトで樹木の伐採も禁止されているが，過去に実例がなく，
金額は定まってない。生じた場合は，村落会議で議論し金額を決定。
Houytom村
・樹木の伐採は禁止されているが，非林産物は採取自由。
・Afzelia Xylocarpa の伐採は，本につき約42,000,000kip の伐採。
・リーダーに申請をしないで，樹木を伐採した場合は罰金。
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
るので，制限を厳しくしなくても資源の利用が競合しないためであるという。
監視活動に関しては，前述したように，基本的に森林担当，自警団，防衛団，および土地
管理団のそれぞれの機能集団から動員される（表 3-6 を参照）。また，季節による利用の制
限はないが，雨季は，労力を有するためにモニタリング活動は頻繁には実施されない。
処罰に関しては，�村落に共通して，�年期の竹と販売目的の非木材林産物の採取，樹木
の伐採は，制限されており，罰金が設定されている（表 3-7 を参照）。また，Houytom 村
は，Afzelia Xylocarpa の伐採を禁止している。表 3-7 を見ると，Kouay 村は，処罰におい
ても，他村と比べてルールが緩い。一方で，Napo 村は，違反者への尋問を村落会議で実施
しており，比較的に厳密なルールを設計している。
⑵ 村落共有林の利用，管理上の課題
これまで，村落共有林事業の制度設計を�つの層（制度設計に関するルール，制度で決定
されたルール，直接作用するルール）ごとに整理してきた。以下では，村落が抱えている課
題を表 3-8 に整理した。
Napo 村では，市場での販売目的の採取を抑制できていない。また，雨季や多忙な収穫期
には，モニタリング活動が手薄になり，違反となる採取が増える可能性がある。加えて，
Napo 村では，共有林において，持続性が低下している箇所では，特用林産物の利用も制限
されている。しかし，SNVのプロジェクト期間中は SNVが共有林の自然状況を評価してい
たが，終了後は評価されておらず，今後誰が行うか明確化されていない。
Kouay 村では，市場での販売目的として利用する住民も一部存在するが，現在はたいし
て問題となっていない。しかし，将来，ますます人口が増加していくと利用が過剰になるだ
ろうと懸念はしている。
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表 3-8 村落共有林の利用，管理上の課題
村落 面談相手 課題
Napo 村
副村長①
森林担当長
・自家消費ではなく，市場での販売目的の利用を完全に抑制できない。
・雨季や収穫期は，モニタリング活動が手薄になる。
・プロジェクト期間中は SNVが共有林の自然状況を評価していたが，
終了後は評価されていない。
Kouay 村
村長 ・市場での販売目的の利用も一部あるが，たいして問題となっていな
い。しかし，将来，人口が増加していくと利用が過剰になるだろうと
懸念している。
Houytom村
村長
森林担当副長
・自家消費ではなく，市場での販売目的の利用を完全に抑制できない。
（出所） 面談調査をもとに筆者が作成。
．考 察
前節では，村落共有林事業の制度設計をつの層（制度設計に関するルール，制度で決定
されたルール，直接作用するルール）ごとに整理した。加えて，村落が抱えている課題を
明らかにした。本節では，前節の結果を踏まえて，村落における村落共有林事業に考察を
加えていく。
はじめに，村落では，郡の指導や外部機関の支援を受けながらも，それぞれが自らの状
況を考慮しながら，セルフ・ガバナンスを主体的に設計している。加えて，村落では，先
行研究で示されているように，森林管理のために組織体制を整備し，境界，配分，処罰，監
視についてのルールを備えている。
その制度設計の含意は，つある。つ目に，村落共有林の境界を明確化し，共有地権を
獲得することで自らの利用を保証するのである。つまり，村落は，共有地権を獲得すること
で，外部からの土地利用の略奪に脅かされることなく，資源を利用することができる。
つ目に，森林資源を持続的に利用するために，市場での販売目的とした利用を制限し，
自家消費の範囲に限らせることである。村落では，住民が自家消費の目的で資源を採取する
限りでは，村落共有林の環境容量を越さないものと判断している。一方で，市場での販売を
目的とした利用では，住民は大量に資源を採取する可能性が高くなると判断し，利用を制限
し，処罰を設けている。ただし，Kouay 村は，共有林が比較的大規模であり，また，これ
まで危機に瀕するほどの採取がなかったことから，配分と処罰についてのルールを厳格に定
めていない。
一方で，現場では運用レベルでの課題は多くある。はじめに，配分ルールとして，村落共
有林の利用は自家消費に限られているが，実際には市場での販売を目的とした利用が増えて
いる。つまり，制度は整備されているが十分に作用していない。今後，ますます市場経済が
浸透し，住民は販売目的で利用するインセンティブを持つ可能性が高い。つの解決策とし
て，代替的な生計手段を村民に取得させることで，彼らの土地利用行動を変化させることが
考えられる。例えば，農業や手工業での生産性を向上させることで所得が増し，森林への負
荷を減らすことができるだろう。また，カーボンオフセット事業を実施することで，村民に
森林を保全する動機づけをすることも考えられる。
つぎに，住民が森林資源の持続性について判断することが可能かどうかという課題であ
る。村落共有林において，持続性が低下している箇所では，いかなる理由の利用も制限して
いる。しかし，Napo 村と Kouay 村では，SNVのプロジェクトが関与しており，専門家に
よる判断で行われていたが，プロジェクト終了後は，村落自らが判断しなければならない。
Houytom 村では村長が評価している。これまでのプロジェクトでは，村落共有林について
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の制度設計を支援するプロジェクトを実施してきたが，今後は，村落自身が状況に応じて制
度を設計し，調整ができるように支援するプロジェクトを実施する必要がある。
．お わ り に
本論文は，ラオス平地部における森林資源の過剰利用をコモンプールの問題から捉え，対
策として実施されている村落共有林事業がコモンプールの過剰利用を回避しうるものかを検
証してきた。Ostrom（1990）は，コモンプールの過剰利用を回避するための管理形態とし
て，地域コミュニティによるセルフ・ガバナンスに着目している。セルフ・ガバナンスと
は，コモンプールを利用する地域コミュニティが，コモンプールを管理する組織体制を構築
し，長期的な目標と方針を内部で共有し，その上で，利用に制限をかける境界ルール，配分
ルール，監視と処罰を主体的に設計，運用することである。Ostrom（1990），Ostrom et al.
（1994），寺出（1993），薮田（2004）は，セルフ・ガバナンスの根幹となる制度に関する設
計原理を明らかにしている。
本論文では，村落共有林事業を実施しているビエンチャン都サントン郡の村落（Napo
村，Kouay 村，Houytom 村）が，上記の先行研究が示している設計原理を備えているかを
検証した。その結果，村落では，郡の指導や外部機関の支援を受けながらも，それぞれが
自身らの状況を加味しながら，森林管理のための組織体制，ルールを構築しており，セル
フ・ガバナンスの設計原理を備えていることが明らかになった。
一方で，本論文を通して，現地で抱えている課題も明らかになった。村落共有林の利用
は，配分ルールにおいて自家消費に限ると定めているが，実際には，市場での販売を目的と
した利用が増えている。また，比較的に大きな村落共有林を有している村落では，競合性が
低いために，配分ルール，監視・処罰が緩く設定されている。それらのような村落では，非
効率に資源が利用される，あるいは，市場での需要上昇や人口増加によって，最適なストッ
クの水準を維持できない可能性がある。
しかしながら，本論文は，上記の課題に対して解決策を提示していない。今後は，
NGO/NPO などの現場レベルでの取り組みをケーススタディとして学び，上記の課題への
解決策を提案していく必要がある。また，村落によるセルフ・ガバナンスの制度面に着目し
てきた。一方で，人々がガバナンスに自主的に参加することを仮定している。ガバナンス活
動においては，利用者への監視や違法者に対する処罰などの費用が発生するために，住民が
自主的に参加するインセンティブは低いかもしれない。これは，Olson（1965）が指摘す
る，集合財の過少供給問題である「集合行為（Collective Action）問題」である。この点に
ついて，Ostrom（1998），Ostrom et al.（2003）は，人間の信頼関係や互恵性，ネットワー
クなどの社会関係を表す「社会関係資本（Social Capital）」が作用することで，集合行為問
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題を回避することができると述べている。これらの点については，今後の取り組むべき課題
として残っている。
付記 本論文を執筆するに当たり，貴重なご意見を数多くいただいた指導教授の中央大学経済学部緒
方俊雄教授，そして研究会等でお世話になっている中央大学経済学部の薮田雅弘教授，原山保准
教授，松谷泰樹兼任講師に感謝申し上げる。
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